
 

○災害時における電気設備等の応急対策業務の協力に関する協定 
 

大洲市（以下「甲」という。）と一般社団法人愛媛県電設業協会（以下「乙」という。）は、災害
時において甲が行う電気設備等の応急対策に係る業務（以下「応急対策業務」という。）の実施に
関する乙の協力について、次のとおり協定を締結する。 
（目的） 
第１条 本協定は、災害時における応急対策業務について、甲が乙の協力を得て、迅速かつ的確に

実施できるよう、必要な基本的事項を定めることを目的とする。 
（協力要請） 
第２条 甲は、災害対策本部を設置した場合において、その他応急対策業務を実施する必要がある

と認めたときは、乙に対し、協力を要請することができる。 
２ 前項の要請があった場合は、乙は、その要請に協力するものとする。 
３ 甲は、本協定による要請を行うときは、「災害協力支援要請書」（様式第１号）をもって乙に行

うものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭、電話等により要請することができるものと
し、後日速やかに文書を提出するものとする。 

（協力の内容） 
第３条 乙は、前条の要請を受けたときは、次に掲げる事項に関し、協力するものとする。 
（１）避難場所に対する乙が所有する電気関係資材等の提供に関すること。 
（２）避難所の電気設備の応急点検に関すること。 
（３）その他甲が必要と認める、乙の可能な応急対策業務に関すること。 
（費用負担） 
第４条 前条に規定する応急対策業務の実施に要した費用は、甲及び乙が協議のうえ決定し、災害

の発生直前における適正な価格を基準として、甲が負担するものとする。ただし、特異な事象が
生じた場合は甲乙協議の上、決定するものとする。 

（災害補償） 
第５条 第２条の規定により、応急対策業務に従事した者が負傷し又は疾病にかかり若しくは死亡

した場合の補償は、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）」を適用するものとし、
同法の適用がない場合には、次に掲げる場合を除き、愛媛県市町総合事務組合消防団員等公務災
害補償条例（平成１７年条例第１４号）を適用するものとする。 

（１）当該従事者の故意又は重大な過失による場合 
（２）当該負傷、疾病又は死亡が、第三者の行為による場合 
（３）その他応急対策業務の実施に起因しない負傷など、補償することが適当でない場合 
（協議及び情報の交換） 
第６条 本協定に定めのない事項又は本協定に関して疑義が生じた事項については、その都度、甲

乙協議して決定するとともに、必要に応じて情報の交換をすることができる。 
（有効期間） 
第７条 本協定の有効期間（以下「協定期間」という。）は、平成26年３月31日までとする。ただ

し、協定期間が満了する１月前までに、甲乙いずれからも文書による終了の意思表示がないとき
は、協定期間満了の日の翌日から１年間延長するものとし、その後においても同様とする。 

２ 前項の終了の申し出は、有効期間満了日の１月前までに他の２者に申し出るものとする。 
（旧協定書の失効） 
第８条 甲乙間において平成25年12月25日に締結された「災害時における応急対策業務の協力に関

する協定書」については、本協定書の締結に伴い、令和５年６月15日を以って失効する。 
 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を保有す
るものとする。 
 
  令和５年６月16日 
 
         甲 愛媛県大洲市大洲６９０番地の１ 
 

大洲市長 
 

         乙 愛媛県松山市二番町四丁目４番地４ 
           一般社団法人 愛媛県電設業協会 

会長理事 
           副会長 

南予地区代表理事 

 



 

様式第１号 
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 一般社団法人 愛媛県電設業協会 様 
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災害時における電気設備等の応急対策業務の協力要請について 

 

 災害時における電気設備等の応急対策業務の協力に関する協定書第２条の規定に基づき、下記の

とおり要請します。 

 

記 

 

１要請内容 

 

 

２要請場所 

 

 

要請予定期間 要請資機材 数 量 要請人員 

 

 年 月 日から 

 年 月 日まで 

   

 

３その他の必要事項 

 

 

※（注）要請数量は、指定場所あたりの数量とする。 

 

  


